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要  旨 

 

本研究は，リサンプリング手法の１つであるブートストラップ法を用いて，気象場のランダム性に

伴う高潮及び高波の偶然的不確実性の評価手法を提案したものである．本提案手法を確率台風モデル

から得られた高潮及び高波の極値データに適用し，確率潮位偏差及び確率波高の推定誤差の特徴を適

切に評価できることを示した．また，数値実験によって，本提案手法の実用に当たっての課題を整理

した． 

本提案手法は，現在手元にあるデータを最大限に活用することで，確率潮位偏差及び確率波高の推

定誤差を評価するための標本抽出に関する作業コストの軽減及び作業時間の短縮を図ることができ

る．さらに，本提案手法は，高潮及び高波の観測データ及び推算データのいずれにおいても適用可能

であることから，非常に汎用性が高く今後の活用が期待できる． 
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Synopsis 

 

This study proposes a method to assess the aleatory uncertainty of storm surges and high waves due 

to the randomness of meteorological disturbance such as tropical cyclones, low pressure, etc. The 

proposed method is based on the bootstrap method, which is a resampling method. In this study, we 

validate the proposed method by applying it to a dataset of storm surges and high waves. Results from 

the validation show that the proposed method can estimate the aleatory uncertainty of storm surges 

and high waves appropriately. Additionally, we show important notes on the use of the proposed 

method by a simple numerical experiment. 

The proposed method enables the estimation of aleatory uncertainty of observed/hindcast storm 

surges and high waves efficiently. 
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1. まえがき 

日本は四方を海に囲まれており，高潮・高波の評価及

びそれに基づく対策は，沿岸域において安全・安心な暮

らしを維持し持続的に発展させていくうえで，重要な課

題である．現在，高潮及び高波に関するデータは，潮位

計及び波浪計を用いた観測，若しくは，気象の観測及び

予測データに基づく推算によって入手できる．それらの

データを用いて高潮及び高波の評価を行い，その発生頻

度及び規模を推定することで，それらを考慮した港湾施

設，海岸保全施設等の沿岸海洋構造物の整備及び沿岸域

における防災計画の策定などが行われてきた． 

また，高潮及び高波を評価するに当たって，その不確

実性を考慮することが重要である．高潮及び高波は台風，

熱帯低気圧等の気象擾乱によって発生するため，その頻

度及び規模は気象擾乱の特性によって大きく影響され

る．気象擾乱は，その発生から消滅に至るまでその時々

における周辺の気温，風況，地形等，様々な環境条件に

よって支配されるため，非常に偶然性の強い現象である．

そのため，高潮及び高波は，このような気象擾乱の偶然

的・確率的な特性に伴った不確実性（偶然的不確実性）

を有する． 

高潮及び高波の偶然的不確実性は，それらへの対策を

講じるうえで，憂慮すべき問題である．なぜなら，高潮

及び高波の発生頻度及び規模について，ある長さの期間

における観測データ又は推算データに基づいて推定し

た結果は，次の同じ長さの期間において同様に推定した

結果と必ずしも一致しないためである．この高潮及び高

波の推定誤差は，場合によって，施設の過小又は過大設

計，沿岸域における想定を超えた浸水被害の拡大等を引

き起こす原因となる可能性がある． 

しかしながら，現状において，高潮及び高波の偶然的

不確実性を評価する手法は示されていない．そのため，

現在は，限られた期間の観測データ及び推算データを用

いて推定された高潮及び高波の発生頻度及び規模が，そ

のままそれらへの対策に用いられる場合が多い．実際の

港湾施設，海岸保全施設等の設計においては，高潮及び

高波の推定に誤差が伴うことなどを考慮した安全側の

設計となっているものの，より効率的・効果的な設計に

向けて高潮及び高波の偶然的不確実性の評価手法を提

示することの重要性は高い． 

その一方で，近年，気候モデルの開発及び計算機の発

達によって，観測データからは得られないような長期間

の気象予測データ及びそれに基づく海象データが得ら

れるようになったことから，上記の高潮及び高波の偶然

的不確実性を数値的に計算できる状況にある．つまり，

気候モデルを用いて気象擾乱の偶然性を考慮した同気

候条件下における多数の気候予測データセットを用意

し，各データセットに対してそれぞれ高潮及び高波の発

生頻度及び規模を推定することで，高潮及び高波の偶然

的不確実性を評価できる．  

ただし，気候モデルを用いた気候予測データセットの

作成及びそれらデータセットに基づいた高潮及び高波

の計算には，多くの作業コスト及び作業時間を要する．

d4PDFは現在気候及び将来気候下の気象場を予測したデ

ータセットの1つであり（Mizutaら，2017），現在，高潮

及び高波の研究に広く用いられている（野村ら，2022；

Moriら，2019）．d4PDFの作成は，気候変動リスクを評価

することを目的に，様々な分野の研究者が参画するプロ

グラムによって進められた．データセット自体は，現在

気候及び将来気候のそれぞれについて，水平解像度約

60kmの全球モデル及び水平解像度約20kmの領域モデル

を用いた数千年規模の数値シミュレーションによって

作成されている．以上から，信頼性のある気候予測デー

タセットを作成するに当たっては，多くの作業コスト及

び作業時間を要することが分かる． 

また，高潮及び高波の計算は，計算機の発達に伴って

計算時間の短縮が図られてきた一方で，計算で考慮する

現象の増加及びそれに伴った計算プロセスの複雑化が

生じている．そのため，現状においても，それらの計算

には，1つの気象擾乱に対して数日程度の期間を要する． 

それに加えて，高潮及び高波の偶然的不確実性の評価

に当たっては，多数の気象擾乱について計算する必要が

ある．例えば，500年程度の期間を対象としたランダムな

100ケースの計算を実施するとなると，50,000年分の気象

擾乱を対象とする必要があり，計算に必要な作業コスト

及び作業時間は現実的ではない． 

以上のように，沿岸域における高潮及び高波の対策に

対して，それらの偶然的不確実性の評価手法が求められ

る一方で，作業コスト等を踏まえた現実的な評価手法は

提示されていない． 

そこで，本研究では，限られた数の標本データから推

定量の統計的誤差を評価可能なブートストラップ法を

用いることで，高潮及び高波の計算対象の気象擾乱数を

低減しつつ，その限られた数の高潮及び高波の標本デー

タから高潮及び高波の偶然的不確実性を評価する手法

を提案する． 

なお，ブートストラップ法は，標本データのリサンプ

リング手法の1つであり，水文統計の分野において，確率

降水量の偶然的不確実性の評価に対して有効であるこ
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とが示されている（石原ら，2008；葛葉，2015）．しかし，

高潮及び高波の偶然的不確実性の評価に対して検討し

た事例は見当たらない． 

本研究では，このブートストラップ法を用いて高潮及

び高波の偶然的不確実性を評価する新たな手法を提案

するとともに，実データを用いてその適用性を検証した．

加えて，数値実験によって，本提案手法の使用上の留意

点について整理した．以上の検討結果から，本提案手法

は，高潮及び高波の偶然的不確実性を評価するための，

実務上において有効な方法であることが確認された． 

本稿の構成は以下のとおりである． 

第2章では，本研究で用いるブートストラップ法の概

要及び高潮及び高波の不確実性を評価するに当たって

の適用方法を示す． 

第3章では，実データに本提案手法を適用した結果及

び本提案手法を用いた数値実験の結果を示す． 

なお，本稿は，Okamotoら（2023）の内容のうち，本検

討内容に関する箇所に補足説明を追加したものである．

そのため，本研究を引用する際には，Okamotoら（2023）

も参考文献に挙げられたい． 

 

2. ブートストラップ法による高潮・高波の不確実
性評価 

2.1 ブートストラップ法 

ブートストラップ法は，推定量の統計的誤差を評価す

るためのノンパラメトリックな統計手法の1つである．

観測データに基づいて任意の統計量を推定するとき，そ

の信頼性についての定量的な目安として，推定誤差を評

価する場合がある．このとき，一般的なパラメトリック

な統計においては，母集団の確率的な変動をなんらかの

分布で近似して，その推定誤差を理論的に評価する．こ

れに対して，パラメトリックな統計における複雑な理論

及び数式に基づく解析を，計算機を用いた大量の反復計

算で置き換える方法として提案されたのが，ブートスト

ラップ法である（Efron，1979）． 

ブートストラップ法では，推定誤差を評価するために，

標本データのリサンプリングを行う．リサンプリングと

は，手元にある1組の標本データから，部分的にデータを

抽出したり，重複を許して元の標本データと同じデータ

個数だけ抽出したりする操作である．ブートストラップ

法では，後者のリサンプリングを行う．そのようなリサ

ンプリングを繰り返すことで多数個の標本データを作

成し，それら多数の標本データに基づいて，統計量の推

定誤差を求めるのが，ブートストラップ法の大まかな流

れである． 

以下に，ブートストラップ法の概略を示す．ここで，

標本数 𝑁 個の標本データ 𝑋 が与えられたとする． 

 

𝑋 ൌ ሼ𝑥ଵ, 𝑥ଶ, 𝑥ଷ,⋯ , 𝑥ேሽ (2.1) 

 

この標本データ 𝑋 から重複を許して 𝑁 個取り出し，

それを 𝑋∗ とする． 

 

𝑋∗ ൌ ሼ𝑥ଵ
∗, 𝑥ଶ

∗, 𝑥ଷ
∗,⋯ , 𝑥ே

∗ ሽ (2.2) 

 

この標本データ 𝑋∗  をブートストラップ標本という．

次に，ブートストラップ標本を用いて統計量を求め，そ

れを次のように記す． 

 

𝜑∗ ൌ 𝜑ሺ𝑥ଵ
∗, 𝑥ଶ

∗, 𝑥ଷ
∗,⋯ , 𝑥ே

∗ ሻ (2.3) 

 

上記の操作を 𝑀 回繰り返すことで，𝑀 個の統計量の

組 𝛷 を得る． 

 

𝛷 ൌ ሼ𝜑ଵ
∗,𝜑ଶ

∗ ,𝜑ଷ
∗ ,⋯ ,𝜑ெ

∗ ሽ (2.4) 

 

最終的に，𝛷 を用いて，統計量 𝛷 の平均又は推定誤

差を評価する． 

様々な推定誤差の評価指標があるが，最も一般的な指

標は分散である．上記のブートストラップ法の例の場合，

𝛷 の分散 𝑠ெ
ଶ  は，次式により求まる． 

 

𝑠ெ
ଶ ൌ

1
𝑀 െ 1

ሺ𝜑ெ
∗ െ 𝜑∗തതതതሻଶ

ெ

ୀଵ

 (2.5) 

 

ここに，𝜑∗തതതത はデータ 𝛷 の平均値である． 

分散及び標準偏差は，統計量の確率的変動が正規分布

に従う又は近似できる場合，その推定誤差の幅を定量的

に評価できる．しかしながら，分散及び標準偏差は，統

計量の確率的変動が正規分布に従うか又は近似できる

かが不明である場合，誤差の程度を示す定性的な指標に

とどまる． 

このような場合に，推定誤差の幅を定量的に評価する

方法として，推定量のパーセント点を求める方法が有効

である．パーセント点を用いる場合，信頼度を用いて推

定量の誤差を評価することができ，かつ，推定量の信頼

区間の把握が可能となる．ブートストラップ法を用いる

場合，𝛷  の分布は，次式のように数値的に近似される． 
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𝐹ሺ𝑥ሻ ൌ
1
𝑀
ሼ𝛷  𝑥ሽ (2.6) 

 

ここに，ሼ𝛷  𝑥ሽ は 𝑥 以下の値をとる 𝛷 の個数を表

す． 

そして，推定量 𝜑∗  の100𝛼  パーセント点は，式(2.6)

を用いて，次式より求められる． 

 

𝛷ሾ𝛼ሿ ൌ infሼ𝐹ሺ𝑥ሻ  𝛼ሽ (2.7) 

 

ここに，infሼ𝐹ሺ𝑥ሻ  𝛼ሽ は，𝐹ሺ𝑥ሻ  𝛼 を満たす 𝑥 の下

限値を示す．すなわち，𝛷ሾ𝛼ሿ  は，𝛷  の要素を大きさの

順に並べた時の 𝑀𝛼 番目の値にほぼ等しい． 

以上で示したとおり，ブートストラップ法は，手元の

標本データのみを用いた単純な繰り返し計算によって，

標本データに基づく任意の統計量の推定誤差を評価で

きる．これは，ある統計量の推定誤差を評価するに当た

って，同じ条件で標本データを繰り返し抽出することが

困難な場合又は標本の抽出に多大な労力を要する場合

に，非常に効果的な方法といえる． 

 

2.2 ブートストラップ法を用いた高潮・高波の不確

実性の評価手法 

本研究におけるブートストラップ法を用いた高潮及

び高波の不確実性の評価手法の概念を，図-2.1に示す． 

ブートストラップ法を用いるに当たって，リサンプリ

ングのための標本データとして，高潮及び高波の極値デ

ータを得る必要がある．海岸工学の分野においては，高

潮及び高波の極値データとして，潮位及び波浪に関する

観測データ並びに気象観測データ及び気象予測データ

による推算データから，低気圧及び台風といった気象擾

乱毎の最大値を用いる場合が多い．以降の説明において

も，上記の方法で得られたデータを高潮及び高波の極値

データとして扱うこととする． 

本研究では，高潮及び高波の極値データから確率潮位

偏差及び確率波高を推定するに当たって，寶（2006）に

よって提案されたノンパラメトリック手法（以下，寶法）

を用いる．港湾施設，海岸保全施設等の沿岸海洋構造物

の設計及び気候条件の変化に伴う高潮及び高波の変化

予測等においては，高潮及び高波の大きさを示す指標と

して，再現期間毎の潮位偏差及び波高（これを確率潮位

偏差及び確率波高と呼ぶ）を良く用いる．一般的に，確

率潮位偏差及び確率波高は，各極値データをそれぞれの

データに最も適合する確率分布に当てはめることによ

って推定される．この際，確率分布の当てはめに伴う確

率潮位偏差及び確率波高の推定誤差が生じる．しかしな

がら，本研究で対象とする不確実性は，高潮及び高波の

標本データの抽出に伴う推定誤差を対象としており，最

終的に得られる確率潮位偏差及び確率波高の推定誤差

に，分布の当てはめに伴う推定誤差が含まれないことが

望ましい．そのため，本研究では，極値データを任意の

確率分布に当てはめることなく，目的の再現期間の確率

値を算出できる寶法を用いる． 

寶法は，まずプロッティングポジション公式を用いて，

極値データそれぞれに非超過確率を割り当てる．プロッ

ティングポジション公式は，極値データの順位から非超

過確率を推定する経験式であり，次式で表される． 

 

𝐹ప ൌ 1 െ
𝑖 െ 𝐴
𝑁்  𝐵

 (2.8) 

 

ここに，𝑖  は極値データをその大きさの降順で並べた

時の順位，𝐹ప  は 𝑖 番目のデータの非超過確率，𝑁் は極

値データの個数，𝐴  及び 𝐵  はモデル定数である．モデ

ル定数については様々な定数が提案されているが，寶

（2006）は近年よく使われるカナン公式（𝐴 ൌ 0.4，𝐵 ൌ

0.2 ）を採用している． 

次に，非超過確率 𝐹ప  と再現期間 𝑅 の関係は，次式で

表される． 

 

𝑅 ൌ
1

𝜆ሺ1 െ 𝐹పሻ
 (2.9) 

 

ここに，𝜆 は極値データの平均発生率であり，統計期

間を 𝐾 とすると，次式で表される． 

 

𝜆 ൌ
𝑁்
𝐾

 (2.10) 

 

目的の再現期間の確率値を算定する場合，まず式(2.9)

を用いて対応する非超過確率を求める．次に，その値を

式(2.8)に代入することで目的の再現期間に対応する順位

及び極値データを求めることで，目的の再現期間の確率

値を算定する．なお，順位に小数点以下の値を含む場合

は，前後の順位（整数）の極値データから，線形内挿を

用いて確率値を計算する． 

最後に，上記の寶法にブートストラップ法を適用する

ことにより，高潮及び高波の不確実性，すなわち確率潮

位偏差及び確率波高の推定誤差を評価する．極値データ 
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のブートストラップ標本を多数作成し，寶法によって，

それぞれのブートストラップ標本における確率潮位偏

差及び確率波高を推定することで，それらの推定誤差を

調べる． 

 

3. 提案手法の適用性の検証 

3.1 提案手法の実データへの適用 

本研究で提案したブートストラップ法を用いた高潮

及び高波の不確実性の評価手法について，その適用可能

性を評価するために，実データへの適用を行い，その結

果について検討した． 

 

(1)使用データ 

検討に使用したデータは，構築した1,000年分の確率台

風モデルによって発生する高潮及び高波の極値データ

である．確率台風モデルとは，過去又は将来の台風の属

性値（位置，中心気圧，最大旋衡風速半径等）及びその

時間変化量を統計解析して得られた発生確率分布及び

自己回帰式に基づいて，任意の期間中に発生する台風の

属性値を，モンテカルロ・シミュレーションの手法を用

いて模擬的に与えるモデルである（河合ら，2006）．確率

台風モデルを用いることで，長期間の台風データ及びそ

れによって発生する高潮及び高波のデータを得られる．

本検討では，気象庁のベストトラックデータを用いて構

築された確率台風モデルを使用した（中條ら，2011）． 

台風によって発生する高潮及び高波は，台風の気圧場

及び風場を入力条件とした高潮推算及び波浪推算によ

って計算した．計算対象地点は三大湾（東京湾，伊勢湾

及び大阪湾）沿いの港湾地域とし，計16地点を選定した．

計算地点の位置図を図-3.1に示す．高潮推算及び波浪推

算の詳細な計算条件については，付録Aを参照されたい． 

 

(2)検討条件 

本検討では，確率潮位偏差及び確率波高の推定誤差の

指標として，推定量のパーセント点を用いた．これは，

検討結果から，一部の再現期間における確率値について，

その推定値の分布形状が正規分布で近似できなかった

ためである．以降の検討結果では，推定誤差を5パーセン

ト点と95パーセント点の幅で示している． 

推定量のパーセント点を評価する場合，ブートストラ

ップ法のリサンプリング回数は，1,000回～2,000回必要

であるとされている（小西ら，2008）．しかしながら，確

率値のパーセント点を求める場合の適切なリサンプリ

ング回数について明示された例はない．そこで，本検討

では，別途実施したリサンプリング回数の検討より，リ 

 

 

 
図-3.1 確率潮位偏差及び確率波高の推算地点 

（上：東京湾，中：伊勢湾，下：大阪湾） 
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図-3.2 リサンプリング回数の検討結果 

 

サンプリング回数を4,000回とした．リサンプリング回数

の検討結果を図-3.2に示す．同図より，リサンプリング

回数1,000回程度以上で，推定値の平均及びばらつきが安

定する．ただし，1地点のみの検討であることを考慮し，

余裕を持って上記のリサンプリング回数とした． 

 

(3)検討結果 

以上の検討条件による確率潮位偏差及び確率波高の

評価結果を，図-3.3～図-3.8に示す．本検討では，確率

台風モデルを用いて作成した台風によって発生する高

潮及び高波に対してリサンプリングを行っている．これ

は，高潮及び高波の発生源である台風をリサンプリング

することと同義である．よって，本検討の確率潮位偏差

及び確率波高の推定誤差は，台風のランダム性に伴う高

潮及び高波の不確実性の程度を示すものである． 

 

a)確率潮位偏差の推定誤差 

確率潮位偏差の推定誤差の結果について，いずれに地

点についても，再現期間が長くなるほど，その再現期間

に対応する確率潮位偏差の推定誤差が増大することが

分かる．いくつかの地点では，再現期間が100年程度以上

になると，確率潮位偏差の推定誤差が急激に増大する．

この再現期間と推定誤差の関係は，極値分布の一般的な

特徴と合致する．本検討の場合，統計期間が1,000年であ

るため，再現期間1,000年の規模の潮位偏差をもたらす事

象（台風）は，統計期間において平均的に1回しか発生し

ない．すなわち，ある1つの極値データから，再現期間

1,000年の確率潮位偏差が推定されることとなる．再現期

間100年以上の確率潮位偏差についても，数個～十数個

の極値データによって，その値が推定される．そのため，

再現期間の長い確率潮位偏差は，限られたデータによっ

て推定される分，必然的にその推定誤差が大きくなる．

その一方で，再現期間の短い確率潮位偏差は，多数の極

値データに基づいて推定されるため，その推定誤差は比

較的小さくなる．本提案手法は，そのような極値分布の

推定誤差の特徴を良好に再現しており，確率潮位偏差の

推定誤差に対して妥当な結果を与えるといえる． 

しかし，再現期間の長い確率潮位偏差の推定誤差につ

いて，上方向の誤差（ここでは推定値の95パーセント点）

の評価に対して注意が必要である．ほとんどの地点につ

いて，再現期間が300年程度以上になると，確率潮位偏差

の推定値の95パーセント点（図中網掛け部の右端）の値

が一定となる．加えて，確率潮位偏差の再現期間と標準

偏差の関係（図-3.9）からも，300年程度以上の再現期間

における推定値のばらつき度合いの低下が確認できる． 

長い再現期間において推定値の95パーセント点が一

定となる特徴は，極値分布が本来持っている特徴ではな

く，ブートストラップ法を用いることによって生じる固

有の特徴であると考えられる．ブートストラップ法では，

1組の標本データを用いてリサンプリングを行うため，

ブートストラップ標本を含めて，標本データのとり得る

最大値は，元の標本データにおける最大値に等しい．本

検討において，再現期間300年以上の確率潮位偏差が元

の標本データの最大値となる条件は，ブートストラップ

標本の上位3位が元の標本データの最大値となる場合で

ある．極値データの個数 𝑁் を用いると，その確率 𝑃 は

次式で表される． 

 

𝑃 ൌ 𝐶ଷே ൬
1
𝑁்
൰
ଷ

൬
𝑁் െ 1
𝑁்

൰
ேିଷ

 (3.1) 

 

本検討の場合，東京湾を例にとると 𝑁் ൌ 231 であり，

𝑃 ൌ 0.06 となる．よって，ブートストラップ標本の上位

3位が元の標本データの最大値となる確率は5%を上回る．

そのため，再現期間300年程度以上の場合に，確率潮位偏

差の推定値の95パーセント点は元の標本データの最大

値となる． 

上記のような，再現期間がある期間よりも長くなると

確率値の推定誤差が一定となる傾向は，一般的な極値分

布の特徴と異なる．そのため，本提案手法を用いるに当 
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図-3.3 東京湾における確率潮位偏差の推定誤差 
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図-3.4 伊勢湾における確率潮位偏差の推定誤差 
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図-3.5 大阪湾における確率潮位偏差の推定誤差 
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図-3.6 東京湾における確率波高の推定誤差 
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図-3.7 伊勢湾における確率波高の推定誤差 
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図-3.8 大阪湾における確率波高の推定誤差 
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たっては，比較的再現期間の長い確率潮位偏差の推定誤

差，特に上方向の推定誤差の評価に注意する必要がある． 

 

b)確率波高の推定誤差 

確率波高の推定誤差については，確率潮位偏差の推定

誤差と異なる特徴を示す．前述のとおり，確率潮位偏差

の推定誤差は，再現期間が長くなるほど増大する特徴を

有することが確認された．それに対して，確率波高の推

定誤差は，ある期間までは再現期間が長くなるにつれて

増大するが，それ以上の再現期間になると誤差が減少す

る．確率波高の再現期間と標準偏差の関係（図-3.10）を

見ると，標準偏差は，多少の変動があるものの，再現期

間20年程度まで増加し，そこから再現期間100年まで減

少していき，それ以降はほぼ一定で推移する．このよう

な特徴は，一般的な極値分布の特徴と異なる．ただし，

本検討で得られた確率波高の推定誤差の特徴は，ブート

ストラップ法ではなく，元の高波の極値データの特徴に

由来するものであると推察される． 

確率波高の推定誤差の特徴は，内湾に起因する波浪の

発達限界の影響であると考えられる．本検討の対象地点

は，比較的水深が浅く閉鎖的な内湾に位置している．そ

のような海域では，フェッチの短さ及び地形性の砕波に

よって，波浪の発達が制限される．そのため，台風の規

模が大きくなっても，ある波高を限界として，それ以上

に波は発達できないと考えられる．そのため，高波の極

値データについては，ある波高付近で頭打ちとなる傾向

を示す場合がある．そのような場合，頭打ちとなる波高

が極値データの上位を多く占め，ブートストラップ法で

リサンプリングを行う場合に，再現期間の長い確率波高

を決める上位の極値データとしてサンプリングされる

確率が高くなる．結果として，再現期間の長い確率波高

の推定誤差は小さくなる． 

上記の確率波高の推定誤差の特徴及びその影響要因

を裏付ける根拠として，対象地点のうち，特に水深の小

さい習志野（東京湾），富貴・海洋（伊勢湾）及び此花（大

阪湾）において，確率波高の推定誤差の特徴が顕著に現

れている． 

以上で示した確率波高の推定誤差の特徴について，少

なくとも国内において検討した事例は見当たらない．こ

の理由として，これまで，頭打ちとなるデータを含む極

値データについて，任意の確率分布を当てはめ，それに

基づいて確率値の推定誤差を評価する方法が示されて

こなかったことが挙げられる．本検討結果から，上記の

課題に対して，本研究で提案した確率分布を用いずに確

率値を推定するノンパラメトリック手法に対してブー 

 

図-3.9 確率潮位偏差の再現期間と標準偏差の関係 

（潮見ふ頭（伊勢湾）を 1 例として例示） 

 

 

図-3.10 確率波高の再現期間と標準偏差の関係 

（苅藻島（大阪湾）を 1 例として例示） 

 

ストラップ法を適用し確率値の推定誤差を評価する手

法は，1つの解決方法として有効であることが示された． 
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3.2 標本の統計的変動性に伴う提案手法による推定

誤差への影響 

ここでは，リサンプリングに用いる極値データの統計

的変動性が提案手法による推定誤差の評価にどのよう

な影響を与えるか，を検証する．前節の結果は，ある1組

の標本データ（標本A）が与えられた時に，提案手法はそ

の標本データに基づく推定誤差を適切に評価できるこ

とを示したものである．ただし，同じ母集団から異なる

標本データ（標本A’）が与えられた時に，提案手法を用

いて得られる推定誤差は，標本A から得られる推定誤差

と異なる結果となると考えられる．このような，リサン

プリングの元となる標本データの統計的誤差に伴う推

定誤差の違いは，ブートストラップ法を用いる限り必ず

生じるものである．しかし，本提案手法の実務への適用

に当たっては，この推定誤差の違いがどれくらいである

かを事前に把握しておく必要がある．そのため，本検討

では，簡単な数値実験によって，上記の推定誤差の違い

について検討した． 

 

(1)検討方法 

本検討は，以下の流れで実施した． 

① 母集団として，次式で表される分布関数を仮定する．

これは，尺度母数及び位置母数をそれぞれ 1，0 と

した時の Gumbel 分布である． 

 

𝐺ሺ𝑥ሻ ൌ 1 െ 𝑒ି௫ (3.2) 

 

② この母集団に従うデータを N 個発生させる． 

③ 発生させた N 個のデータに対して本提案手法を用

いて各再現期間の確率値の推定誤差を算定する．こ

の時，データの平均発生率は 1 とする． 

④ ②，③の手順を M 回繰り返し，再現期間毎に M 個

の確率値の推定誤差の結果を得る． 

⑤ この M 個の推定誤差のばらつきを，次式（以下，

Gumbel の公式）で算定できる Gumbel 分布による

推定誤差の理論値を参考にしながら比較する． 

 

𝜎ሺ𝑥்ሻ ൌ
𝜎௫
√𝑁

ሼ1  0.8885ሺ𝑠் െ 𝛾ሻ

 0.6687ሺ𝑠் െ 𝛾ሻଶሽଵ/ଶ 

(3.3) 

 

ここに，𝜎ሺ𝑥்ሻ は 𝑇 年確率値 𝑥் の標準偏差， 𝜎௫ は

Gumbel分布の標本標準偏差，𝑠் は 𝑇 年確率値に対応す

る標準変量，𝛾 はオイラーの定数である． 

 

(2)検討結果 

上記の検討方法について，𝑁 ൌ 1000，𝑀 ൌ 2000 とし

た時の結果を図-3.11に示す．全体的な傾向として，本提

案手法から得られる推定誤差は，Gumbelの式によって与

えられる推定誤差よりも大きめの値を示す．再現期間毎

で見ると，再現期間50年以下の推定誤差は，Gumbelの式

に近い値を示すことが分かる．さらに，推定誤差のばら

つきも比較的小さい．その一方で，再現期間100年以上の

推定誤差は，Gumbelの式より2倍以上大きい値を示す．

また，推定誤差のばらつきも大きい． 

以上の結果から，本提案手法を用いて確率値の推定誤

差を評価する場合，再現期間が長くなるにつれてその信

頼性が低くなると考えられる．ただし，推定誤差の信頼

性は，リサンプリングに用いる極値データの分布形状及

び個数によっても異なると考えられるため，その点につ

いては今後更なる検討が必要である． 

 

 

図-3.11 ブートストラップ法と Gumbel の公式による

各再現期間の確率値の推定誤差の比較 

 

4. まとめ 

本研究では，リサンプリング手法の１つであるブート

ストラップ法を用いて，気象場のランダム性に伴う高潮

及び高波の不確実性を評価する手法を提案した． 

本手法は，現在手元にあるデータを最大限に活用する

ことで標本抽出に関する作業コスト及び作業時間を大

幅に縮減できる方法であり，実務においても有効な方法

である．さらに，観測データ及び推算データのいずれに

おいても適用可能であり，非常に汎用性が高い． 

本研究の提案手法の適用性の結果から，本提案手法は，

確率潮位偏差の推定誤差を，一部の再現期間において評

価に注意を要するものの，概ね良好にその特徴を再現で

きることが確認された．確率波高については，これまで

適切な評価手法が提示されていなかった頭打ちを有す

る極値データに対して，本提案手法がその推定誤差を評
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価する１つの有効な手法であることが示された． 

本提案手法を実務へ適用するうえでの基礎的な情報

となるように、簡単な数値実験によって，標本の統計的

変動性に伴う推定誤差の影響を評価した．本提案手法を

用いて確率値の推定誤差を評価する場合，再現期間が長

くなるにつれて信頼性が低下する可能性があるため，確

率値の推定誤差を必要とする再現期間（例えば，港湾施

設の設計では50年）に応じて，統計期間及び極値データ

の個数を検討することが望ましい． 

 

5. あとがき 

本研究は，高潮及び高波の偶然的不確実性を評価する

手法として，ブートストラップ法を用いることを提案し，

その提案手法の適用可能性を示した． 

本検討では，高潮及び高波の推定誤差の指標として推

定値のパーセント点を用いた．しかし，パーセント点を

用いる場合，統計期間に近い再現期間に対しては推定誤

差にばらつきが生じやすいため，再現期間による推定誤

差の変化の関係を表すことができる評価指標の検討が

必要である．具体的には，この推定値の標準偏差を再現

期間の関数として仮定することが考えられる．この仮定

する関数は，本検討では，Gumbel分布を用いたが，実務

の現場においては，Gumbel分布以外にも，Fréchet分布及

びWeibull分布が，波高の極値データの当てはめ関数とし

て使用されているため，事前に適切な分布関数を確認し，

当該分布関数の推定誤差の理論値が参考になる． 

気象予測データを用いた高潮推算及び波浪推算は，観

測では得られないような長期間の高潮及び高波の極値

データを作成できる．しかしながら，その計算には多く

の作業コスト及び作業時間を要するため，高潮及び高波

の偶然的不確実性を評価するためにランダムな繰り返

し計算を実行することは現実的ではない．また，現在ま

で，高潮及び高波の偶然的不確実性の評価について，作

業コスト等を踏まえた現実的な評価手法は提示されて

いなかった． 

本提案手法は，そのようなランダムな高潮推算及び波

浪推算の繰り返し計算を代替するものであり，大幅な作

業コストの軽減及び作業時間の短縮を実現するもので

あるとともに，高潮及び高波の偶然的不確実性の評価を

実現する新たな手法である．今後，本提案手法が，港湾

施設等のより効率的かつ効果的な設計に貢献できるこ

とを期待する． 

 

（2023 年 5 月 31 日受付） 
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付録A 提案手法の適用性の検証に当たって実施し
た高潮推算及び波浪推算の計算条件 

(1)台風の気圧場・風場の計算 

確率台風モデルを用いて作成した台風について，高潮

推算及び波浪推算を実施するに当たって，それらの入力

条件となる台風の気圧場及び風場を，経験的台風モデル

を用いて計算した． 

台風の気圧分布は、Myersの分布を仮定して次式によ

り計算した． 

 

𝑝 ൌ 𝑝  𝛥𝑝 exp ቀെ
𝑟
𝑟
ቁ (A.1) 

 

ここに，𝑝  は台風の中心から距離 𝑟  だけ離れた点の

気圧，∆𝑝 は気圧深度，𝑟 は最大旋衡風速半径である．

最大旋衡風速半径は，河合ら（2005）により提案された

以下の式を用いて算出した． 

 

𝑟 ൌ 94.89 exp ൬
𝑝 െ 967

61.5
൰ (A.2) 

 

海上における風場の計算に当たって，まず傾度風速を

以下の式で求めた（藤井ら，1986）． 

 

𝑉 ൌ െ
𝑓𝑟 െ 𝑉 sin 𝛾

2
 

ඨ൬
𝑓𝑟 െ 𝑉 sin 𝛾

2
൰
ଶ

 ൬
𝛥𝑝
𝜌
൰ ∙ ቀ

𝑟
𝑟
ቁ ∙ exp ሺെ

𝑟
𝑟
ሻ 

 (A.3) 

 

ここに，𝑉  は台風の移動の効果を取り込んだ傾度風

速，𝑓 はコリオリ係数（ൌ 2𝜔 sin𝜃，𝜔：地球自転の角速

度=7.29×10-5 rad/s，𝜃：緯度），𝑉  は台風の移動速度，𝛾 

は台風の進行方向と等圧線の曲率半径 𝑟  の時計回りの

角度，𝜌 は大気の密度である．傾度風速から海上風速へ

の補正は，以下の式を用いて行った． 

 

𝑉ଵ ൌ 𝐶ଵ𝑉 (A.4) 

 

ここに，𝑉ଵ  は海上風速，𝐶ଵ  は傾度風速から海上風速

への補正係数である．本研究における 𝐶ଵ の設定値を表

-A.1に示す．また，風向は，傾度風の風向から台風中心

に向かって30°偏向するとした． 

 

表-A.1 高潮推算・波浪推算における 𝐶ଵ の設定値 

対象湾 高潮推算 波浪推算 

東京湾 0.70 0.60 

伊勢湾 0.70 0.70 

大阪湾 0.70 0.70 

 

経験的台風モデルは，風速及び風向の分布に対して地

形の影響が考慮されないモデルである．本研究では，風

場に対する地形の影響を考慮するため，井出ら（2017）

の検討を参考に，海上風の補正を行った．補正方法は，

まず既往台風を数十個ほど選定し，それぞれの台風につ

いて，経験的台風モデルによる風場の作成と，局地数値

予報モデルGPV（LFM）の予報データの収集，もしくは

予報データが得られない場合は，局地気象モデル（WRF）

による風場の作成を行う．予報モデルGPV（LFM）の予

報データ及び局地気象モデル（WRF）の計算データは，

いずれも風場に対して地形の影響が考慮されたデータ

である．両者の風速及び風向を風向及び地点（風場推算

の際の計算格子）ごとに比較することで，それぞれの風

向別の平面的な補正値を算出する．本研究では，風速の

補正係数として相関解析による回帰係数を採用し，風向

の補正値として風向差の平均値を採用した． 

また，別途実施した検証計算の結果から，地形の影響

に基づく補正のみでは，やや風速を過小に評価すること

が確認された．そのため，本検討では，検証結果に基づ

いて補正後の風速を1.21倍し，以降の波浪推算及び高潮

推算に用いた．ただし，上記と同様の検証計算の結果か

ら，抽出範囲における最低中心気圧が960hPa以上となる

台風の波浪推算に対しては，上記の風速の割り増しによ

る波高の再現性の低下が確認されたため，風速の割り増

しを行わなかった． 

 

(2)高潮推算・波浪推算 

作成した気圧場及び風場を入力条件として高潮推算

及び波浪推算を実施した．なお，本研究では，計算コス

トの都合により，高潮推算と波浪推算を独立して実施し

た．そのため，波と流れの相互作用，砕波に伴うWave-

Setup等の現象は考慮していない． 

 

a)高潮推算モデル 

高潮推算には，単層の線形長波方程式に基づく数値計

算モデルを使用した．基礎方程式を以下に示す． 
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𝑑𝜂
𝑑𝑡


𝜕𝑀
𝜕𝑥


𝜕𝑁
𝜕𝑦

ൌ 0 (A.5) 

𝜕𝑀
𝜕𝑡

ൌ 𝑓𝑁 െ 𝑔𝐷
𝜕𝜂
𝜕𝑥

െ
𝐷
𝜌௪

𝜕𝑝
𝜕𝑥


𝜏௦௫ െ 𝜏௫

𝜌௪
  

𝐴 ቆ
𝜕ଶ𝑀
𝜕𝑥ଶ


𝜕ଶ𝑀
𝜕𝑦ଶ

ቇ (A.6) 

𝜕𝑁
𝜕𝑡

ൌ െ𝑓𝑀 െ 𝑔𝐷
𝜕𝜂
𝜕𝑦

െ
𝐷
𝜌௪

𝜕𝑝
𝜕𝑦


𝜏௦௬ െ 𝜏௬

𝜌௪
  

𝐴 ቆ
𝜕ଶ𝑁
𝜕𝑥ଶ


𝜕ଶ𝑁
𝜕𝑦ଶ

ቇ (A.7) 

 

ここに，𝑡 は時刻，𝑀 及び 𝑁 は，それぞれ𝑥 及び 𝑦 

方向の流量フラックス，𝑔 は重力加速度，𝐷 は全水深（=

静水深 ℎ + 高潮偏差 𝜂），𝜌௪ は海水の密度，𝑝 は海面

気圧，𝐴 は水平渦動粘性係数である．また，𝜏௦௫ 及び 𝜏௦௬ 

は，それぞれ，𝑥 及び 𝑦 方向の海面せん断応力，𝜏௫ 及

び 𝜏௬ は，それぞれ，𝑥 及び 𝑦 方向の底面せん断応力

であり，以下のように与えられる． 

 

𝜏௦௫ ൌ 𝜌𝐶𝑊௫ට𝑊௫
ଶ 𝑊௬

ଶ (A.8) 

𝜏௦௬ ൌ 𝜌𝐶𝑊௬ට𝑊௫
ଶ 𝑊௬

ଶ (A.9) 

𝜏௫ ൌ
𝜌௪𝑔𝑛ଶ

𝐷 ଷ⁄ 𝑀ඥ𝑀ଶ  𝑁ଶ (A.10) 

𝜏௬ ൌ
𝜌௪𝑔𝑛ଶ

𝐷 ଷ⁄ 𝑁ඥ𝑀ଶ  𝑁ଶ (A.11) 

 

ここに，𝑊௫ 及び 𝑊௬ は，それぞれ，海上風速 𝑊 の 

𝑥 及び 𝑦 方向成分，𝑛 はマニングの粗度係数である．

𝐶 は海面抵抗係数であり，本多・光易（1980）による

式を用いた． 

 

𝐶 ൌ ൜
ሺ1.290 െ 0.024𝑊ሻ 10ଷ⁄   ∶    ሺ𝑊 ൏ 8ሻ
ሺ0.581  0.063𝑊ሻ 10ଷ⁄   ∶    ሺ𝑊  8ሻ

 (A.12) 

 

b)高潮推算での解析条件 

高潮推算では，直交座標系を適用し，格子間隔比1/3も

しくは1/2で計算領域のネスティングを行った．各湾の計

算領域を図-A.1に示す．その他，高潮推算における計算

条件を表-A.2に示す． 

 

表-A.2 計算条件（高潮推算） 

項 目 設定値 

計算格子幅 
32400 m，16200 m，5400 m， 

1800 m，600 m，200 m 

計算時間間隔 3.0 s 

沖側境界条件 
他領域と水位・流量を結合 

※領域 1 のみ自由透過 

陸側境界条件 完全反射 

海底摩擦係数 𝑛 0.025 

海水密度 𝜌௪ 1026 kg/m3 

大気密度 𝜌 1.22 kg/m3 

 

c)波浪推算モデル 

波浪推算には，第3世代波浪モデルWAVEWATCHⅢ 

ver.5.16を用いた（以下，WW3）（WW3DG, 2019）．WW3

では，球面座標系で波作用量平衡方程式を解くことによ

って，海面上の波の発生，発達及び散逸を計算する． 

 

𝜕𝑁௪
𝜕𝑡


1

cos𝜑
𝜕
𝜕𝜑

𝜑ሶ𝑁௪ cos𝜃 
𝜕
𝜕𝜆

𝜆ሶ𝑁௪


𝜕
𝜕𝑘

𝑘ሶ𝑁௪ 
𝜕
𝜕𝜃

𝜃ሶ𝑁௪ ൌ
𝑆
𝜎

 

(A.13) 

 

ここに，𝑁௪ は波作用量，𝑘 は波数，𝜃 は波向，𝜑 は

傾度，𝜆 は緯度，𝜎 は相対角周波数，𝑆 はソース項であ

る． 

 

d)波浪推算の解析条件 

波浪推算では，緯度経度座標系を適用し，格子間隔比

1/8°もしくは1/4°で計算領域のネスティングを行った．

計算領域を図-A.2に示す．その他，波浪推算における計

算条件を表-A.3に示す． 

 

表-A.3 計算条件（波浪推算） 

項 目 設定値 

計算格子幅 

1/2°，1/8°，1/64° 

（東京湾，伊勢湾） 

1/2°, 1/8°, 1/64°, 1/128°

（大阪湾） 

計算時間間隔 60～720 s 

方向分割数 36 (𝛥𝜃 =10°) 

周波数分割数 35 (0.042～1.11Hz) 

エネルギー輸送と

消散項 
ST3 
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図-A.1 果高潮推算における計算領域（（a）東京湾，（b）伊勢湾，（c）大阪湾） 

 

 
図-A.2 波浪推算における計算領域（（a）広領域，（b）東京湾，（c）伊勢湾，（d）大阪湾） 
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